
平成２３年度６月補正予算の概要について
－ 東日本大震災関連 －

平成２３年６月７日

次に、平成２３年度６月補正予算の概要を発表いたします。

今回の補正予算は、５月補正予算に引き続き、国の第１次補正予算を
活用しながら、原子力災害への対応と復旧復興経費、さらには、風評被
害対策に要する経費などを計上いたしました。

その主な内容といたしましては、

・ 原子力災害に対応するための経費として
将来にわたって県民の健康を守るため健康管理調査を実施するため

の経費、安全で安心な農産物の生産が出来るよう放射性物質の除去・
低減技術を開発するための経費、下水汚泥に対する放射能対策に要す
る経費

・ 復旧復興に向けた経費として
仮設診療所の整備、鉄道施設の復旧支援、漁場に漂流しているがれ

きの回収支援、共同利用のための漁船建造支援、公共土木施設、海岸
保全施設、農地・農業施設等の復旧、中小企業者を支援するための無
利子融資制度の融資枠拡大に要する経費

・ 風評被害対策に要する経費として
観光客の誘客につなげるため磐梯吾妻観光有料道路の無料開放を行

うための経費など

を計上いたしました。



以上により、一般会計における６月補正予算の総額は、７３０億７千
９百万円、本年度予算の累計は、１兆２，３８１億１千６百万円となり
ます。

福島県財政課
電話 ０２４－５２１－７０８９



資 料

平成23年度６月補正予算主要事業一覧
(単位千円)

＜一般会計＞

１ 県民健康管理事業（保健福祉部） ３，８９２，９２１

原子力災害に伴い、放射能汚染に対する安全・安心を確保する観点から、将来にわ

たり県民の健康管理を実施する。

２ 放射性物質除去・低減技術開発事業（農林水産部） ９１，２３６

放射能物質の除去・低減等の技術を開発し、安全・安心な農産物等の生産や営農の

早期再開のため、成果を迅速に普及する技術開発を行う。

３ 緊急時畜産経営支援事業（農林水産部） ７００，０００

原発事故の影響を受けている畜産農家の健全経営の維持と円滑な家畜の避難を支援

するための無利子融資制度を創設する。

４ 核燃料税交付金（総務部） ３，６５２，９３８

復旧・復興の財源にあてるため、原子力発電所立地地域振興基金の一部を取り崩し、

交付金の特別枠として交付する。

５ 仮設診療所等整備事業（保健福祉部） １１３，７３９

被災した地域において、迅速に医療を提供する体制を確保するため、仮設診療所及

び仮設歯科診療所を設置する。

６ 文化センター災害復旧事業（企画調整部） ４１，７７４

被災した県文化センターの災害復旧に係る調査設計を委託する。

７ ふくしま海洋科学館災害復旧事業（企画調整部） ４２，９７８

被災したふくしま海洋科学館の災害復旧に係る調査設計を委託する。

８ 社会教育施設災害復旧事業（教育庁） ３２３，２０９

被災した県立図書館、美術館、いわき海浜自然の家の復旧事業を行う。



９ 阿武隈急行災害復旧事業費補助金（生活環境部） ７４，３３２

東日本大震災により鉄道施設等が被災したため、宮城県及び沿線市町と協調して、

阿武隈急行（株）が実施する復旧事業を支援する。

10 漁場復旧対策支援事業（農林水産部） ２，２１０，２２４

津波によるがれきや車等が漁場に堆積し、漁場の生産力が著しく低下・喪失してい

ることから、漁場機能の再生・回復を図るため、がれきや漂流物の回収などに取り組

む漁業者に対して支援する。

11 共同利用漁船等復旧支援対策事業（農林水産部） １，４８９，１７３

津波により修繕ができないほどの甚大な被害を受けた漁船が多数にのぼることか

ら、共同利用に供する漁船建造を支援し、早急な漁業生産活動の継続・再開を図る。

12 農業用ダム・ため池耐震性検証事業（農林水産部） ３１，５００

今後の地震対策のために農業用ダムやため池の耐震性を評価するとともに、効果的

な耐震性検証手法を確立する。

13 ダム調査事業（土木部） ７０，０００

今後の地震対策のためにフィルダムの緊急点検や耐震性照査を行う。

14 県立学校施設応急仮設校舎等設置事業（教育庁） ２，０４８，７６７

被災した学校や、原発事故により避難指示が出され移転を余儀なくされた学校を対

象に教育環境の整備を早急に行うため、応急仮設校舎の設置を行う。

15 災害復旧等公共事業（農林水産部・土木部） ２７，２８２，７９６

被災した公共土木施設、海岸保全施設、農地・農業用施設の災害復旧を行う。

16 中小企業制度資金貸付金（商工労働部） ２０，０００，０００

東日本大震災及び原子力災害により被害を受けている中小企業者を支援するために

創設した「ふくしま復興特別資金」及び「震災対策特別資金」の融資枠を増額する。

・ ふくしま復興特別資金 現行融資枠２００億円 → ５００億円

・ 震災対策特別資金 現行融資枠２００億円 → ３００億円



17 中小企業復興支援事業（商工労働部） ２５，５２９

県内中小企業の受注回復や取引拡大の取組みを支援するため、全国規模の展示会等

に出展する中小企業に対して、経費の一部を補助する。

18 観光誘客特別対策事業（商工労働部） ２１８，０００

復興に向け観光誘客や県産品の販売を促進するため、観光有料道路を無料開放する

とともに、首都圏等で開催されるイベント等において、県産品を販売する事業者に対

して、出展経費の一部を補助する。

19 高齢者見守り等ネットワークづくり支援事業（保健福祉部）

１，０００，０００

仮設住宅地域において、高齢者等をサポートする拠点の増設を図るとともに、被災

者同士の支え合い体制づくりに資する事業を実施する市町村、ＮＰＯ等に対して補助

する。

20 地域医療支援センター運営事業（保健福祉部） ９，８３３

県内の医師不足や地域偏在を解消するため、医師が不足している病院の医師確保支

援、医師のキャリア形成支援等を一体的に行う地域医療支援センターを設置する。

＜特別会計＞

１ 下水汚泥放射能対策事業（土木部） ４５０，７７０

原子力災害により、汚水処理施設の流入水や下水汚泥から放射性物質が検出されて

いることから、スラグ（融解処理後の汚泥）封入施設・保管施設の設置・管理などを

行う。

［手数料関係］

○ 東日本大震災により被害を受けた住宅等の建築確認申請手数料等の免除

に関する特例措置

東日本大震災により被害を受けた者の建築物の再建を促進するため、災害を受けた

日から起算して３年以内に建築等を行う場合においては、住宅及び非住宅建築物の建

築確認申請等の手数料の全額を免除する特例措置を設ける。



～ 東日本大震災に伴うこれまでの補正予算 ～

■ 平成２２年度一般会計補正予算【第５号】 （平成23年３月22日専決）

［総 額］ ２３６億６，１００万円

■ 平成２３年度一般会計補正予算【第１号】 （平成23年４月15日専決）

［総 額］ ３７６億５，４００万円

■ 平成２３年度一般会計補正予算【第２号】 （平成23年５月19日議決）

［総 額］ ２，２５７億８，１００万円

■ 平成２３年度一般会計補正予算【第３号】 （平成23年６月７日専決）

［総 額］ １５億６，９００万円



平成２３年度６月補正予算（一般会計）の概要

（単位 百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 ７３，０７９

本 年 度 予 算 現 計 額 １，１６５，０３７

本 年 度 予 算 累 計 額 １，２３８，１１６

前 年 度 同 期 予 算 額 ９０２，２２０
（H 2 2年度当初予算）

前 年 度 同 期 比 増 減 額 ３３５，８９６

前 年 度 同 期 比 増 減 率 ３７．２％

２ 補正額の財源内訳

県 税 △４，０６９

国 庫 支 出 金 ４０，３１７

繰 入 金 ７，３５７

県 債 ６，０５０

寄 附 金 ５７０

そ の 他 ２２，８５４

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。


